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要旨： 本研究では，変動軸力のレベルや接合部横補強筋をパラメータとしたト形柱梁接合部部分架構の静的

載荷実験を行い，既往の実験も含めて接合部降伏して損傷が生じた後の大変形時の軸力保持性能に関する検

討を行った。その結果，接合部補強比が 0.4 以上または接合部強度低下率 βj が 0.90 程度以上の試験体は接合

部降伏が発生しないことを確認できた。また，接合部降伏が発生してもコンクリートが負担する圧縮軸力比

が 0.10～0.15 以下であれば軸崩壊は発生しないことを明らかにした。さらに，軸崩壊のメカニズムを提案し，

接合部降伏後の軸崩壊発生の有無を概ね判定できることを確認した。 
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1. はじめに 

 近年の研究により，日本建築学会の靭性保証型設計指

針 1)に従って接合部せん断強度を確保して梁曲げ降伏が

先行するように設計した場合も，柱と梁の曲げ強度の比

（以下，柱梁強度比）が 1.0 に近いと，設計時に想定し

た梁曲げ降伏時の計算耐力を発揮できない破壊モードで

ある接合部降伏破壊が発生することが確認されている 2)。 

 一方，日本建築学会の保有水平耐力計算規準 3)におい

て接合部降伏破壊時の節点モーメントと梁の危険断面で

の終局曲げモーメント時の節点モーメントの比の値とし

て接合部降伏による強度低下率 βjが定められている。式

(1)で表す強度低下率 βjが 1.0 を超えれば概ね梁曲げ強度

が発揮されるとしている。 
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ここで，ΣAt，ΣAjw：梁主筋，接合部補強筋の総断面積，

fy，fjy：梁主筋，接合部補強筋の降伏強度，bj：接合部有

効幅，Db：梁せい，FC：コンクリート圧縮強度，Mcu，Mcu’：

上柱，下柱の曲げ終局モーメント，Mbu：梁の曲げ終局モ

ーメント，ξa：柱の有効せい比，ξr：接合部アスペクト比

による補正係数とする。 

 筆者らの既往研究では，図－1 に示すような，高層建

物下層部の外柱・梁接合部（以下，ト形接合部）を想定

した，高変動軸力が作用するト形接合部の静的載荷実験

を通じ，引張軸力下で βjが 0.90 以下になると接合部降伏

して損傷が生じ，この損傷が大きくなると，圧縮軸力下

で軸崩壊が発生する可能性を報告している 4)~ 7)。また，

実験結果に基づき，図－2 に示すような軸崩壊発生に影

響するパラメータを明らかにし，軸崩壊の発生条件を定

量的に評価するための力学モデルを提案した。しかし，

接合部降伏後の軸耐力に影響すると考えたコンクリート

の損傷程度の評価など，さらなる検討が必要となった。 

 そこで，本研究では接合部横補強筋量や圧縮軸力比の

負担割合を変動させたト形柱梁接合部部分架構の静的載

荷実験を実施し，その結果から，軸崩壊発生の防止条件

を明らかにするとともに，接合部降伏後の軸崩壊発生メ

カニズムの柱主筋負担軸力とコンクリートの有効強度係

数についてより詳細な検討を加えることを目的としてい

る。 

 

 

図－1 接合部降伏後の軸崩壊 

 
図－2 軸崩壊発生メカニズム 
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2. 実験計画 

2.1 試験体計画 

 既報 7)において軸崩壊した試験体 T12-30T4C5-N-13 を

基準試験体として 4 体の試験体を設計した。図－3 に試

験体の配筋図，表－1 に試験体諸元，表－2 に材料試験

の結果を示す。試験体の寸法・形状は柱断面 250×250mm，

梁断面 225×270mm，階高 1350mm，梁スパン 1850mm の

1/3 スケール縮小試験体とした。配筋詳細は表－1 中に示

す。また，全試験体において，接合部内梁主筋の定着は

機械式定着工法，定着長さは 3/4D（D：柱せい）とした。 

本実験では，引張側の柱梁強度比を共通因子とし，既

往実験で変動パラメータとしていた，接合部補強比や βj，

圧縮軸力比 η に加えて，コンクリートの圧縮軸力比 ηCと

柱主筋の圧縮軸力比 ηS を変動パラメータとして試験体

を設計した。η，ηC，ηSを式(2)(3)(4)に示す。 

   𝜂 = 𝑁 𝑏𝐷𝜎஻⁄     (2) 

   𝜂ௌ = 𝑎௚𝜎௬ 𝑏𝐷𝜎஻⁄    (3) 

   𝜂஼ = ൫𝑁 − 𝑎௚𝜎௬൯ 𝑏𝐷𝜎஻⁄    (4) 

 

 

図－3 試験体配筋図（mm） 

 

ここで，N：軸力，b：柱幅，D：柱せい，σB：コンクリー

ト圧縮強度，ag：柱主筋断面積，σy：柱主筋降伏強度とす

る。 

なお，柱梁強度比は軸力の大きさによって変化するが，

本論文においては加力時の引張軸力が最大となり柱曲げ

強度が最小となるとき，つまり柱梁強度比が下限となる

ときの値に着目している。 

 図－4 に既往実験 6),7)の軸力負担割合を示す。圧縮軸力

をコンクリートと柱主筋の両方で負担しており，柱主筋

が降伏強度を発揮していると仮定した柱主筋負担分 agσy

を引いたものを，コンクリートが負担していると考える。

図－4 に示すとおり，圧縮軸力比 η が同程度であっても

ηC が小さければ軸崩壊を防止できることを示している。 

 T12-40T4C5-N-13 と T12-50T4C5-N-13 は基準試験体に

対して接合部横補強筋 ajwσjy を増やし接合部補強比

（ΣAjwfjy/ΣAtfy）と強度低下率 βj を大きくした試験体であ

る。T12-30T4C3-N-13 は基準試験体に対して圧縮軸力比

η と ηC を小さくした試験体である。T12-30T2C3-N-13 は

T12-30T4C3-N-13 に対して，柱主筋量を減じ ηCを大きく

した試験体である。 

2.2 加力計画 

 図－5 に加力装置図を示す。柱反曲点をピン支持，梁

反曲点をローラー支持とし，1000kN 水平ジャッキにより

正負交番静的漸増繰り返し載荷を行った。変動軸力は 2

本の 1000kN 鉛直ジャッキにより加力梁を水平に保ちな

がら導入した。図－6 に示すように，梁せん断力が梁曲

げ終局時の計算値に達する時に目標最大軸力となるよう

に，変動軸力を梁せん断力に比例させて制御した。図中

の点線は梁曲げ終局時せん断力の計算値である。 

 

表－1 試験体詳細 表－2 材料試験結果

T12-30T4
C5-N-13

T12-40T4
C5-N-13

T12-50T4
C5-N-13

T12-30T4
C3-N-13

T12-30T2
C3-N-13

主筋 8-D13
帯筋

階高(mm)
主筋
帯筋

スパン(mm)
35.1 35.4 38.9 40.8 38.3

2-D6 3set 2-D6 5set 4-D6 3set
0.24 0.40 0.48

圧縮
引張 -0.45 -0.14

0.19 0.22 0.24 0.07 0.16
0.31 0.28 0.26 0.24 0.15

圧縮 1.26 1.30 1.38 1.31 1.20
引張 0.84 0.92 0.97 0.86 0.84強度低下率 βj

圧縮軸力比(柱主筋) ηS

接合部補強筋 2-D6 3set
接合部補強比 0.24

下柱軸力比 0.50 0.31
-0.38

圧縮軸力比(コンクリート)ηC

梁
4-D13

3-D6@50
1850

コンクリート圧縮強度(N/mm²)

柱
12-D13

2-D6@50
1350

コンクリート
T12-40T4
C5-N-13

T12-50T4
C5-N-13

T12-30T4
C3-N-13

T12-30T2
C3-N-13

ヤング係数
(N/mm²) 27750 28712 29102 27884
圧縮強度
(N/mm²) 35.4 38.9 40.8 38.3

柱主筋 梁主筋 補強筋

降伏強度
(N/mm²)

382.3 536.2 327.0

ヤング係数
(N/mm²)

184213 187767 183877

   
図－4 軸力負担割合のイメージ 図－5 加力装置図 図－6 軸力のルール 
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3. 実験結果 

3.1 荷重－変形関係及び破壊状況 

 図－7 に各試験体の荷重－変形関係と接合部の最終破

壊状況を示す。図中の破線は梁曲げ終局時の計算値であ

る。ここで，本研究において軸崩壊とは，接合部パネル

のコンクリート剥落・圧壊が激しくなり，導入された圧

縮軸力が梁曲げ耐力計算値から算出した目標圧縮軸力の 

80%以下となった場合，もしくは柱主筋の座屈や接合部

横補強筋の破断とともに著しい軸方向変形が発生した場

合と定義した。 

 図－7(a)(b)の T12-40T4C5-N-13 と T12-50T4C5-N-13 は

正側，負側ともに最終サイクルまで計算値以上の耐力を

発揮し梁曲げ降伏型の破壊モードを示した。最終破壊状

況の写真からも接合部の損傷が比較的少ないことがわか

る。基準試験体に対し，接合部横補強筋量を増やし，接

合部補強比（ΣAjwfjy/ΣAtfy）を 0.4，強度低下率 βjを 0.90

程度確保することで接合部の損傷を抑制し接合部降伏を

防ぐことができた。 

 図 7(c)の T12-30T4C3-N-13 は負側では基準試験体と同

じく接合部降伏型の破壊モードに至ったが，正側では耐

力低下は見られたものの軸崩壊には至らなかった。ηCが

0.1 より小さいものが軸崩壊しないことを確認した。 

 図 7(d)の T12-30T2C3-N-13 は正側，負側ともに T12-

30T4C3-N-13 とほぼ同等の履歴性状となり負側で接合部

降伏した。T12-30T4C3-N-13 に対し ηC を 0.15 程度にし

た試験体であったが軸崩壊は生じなかった。 

3.2 柱主筋負担軸力 

 柱主筋の軸力負担が軸崩壊の発生に大きく影響してい

ると考えたため，図－8 に示すように全柱主筋の接合部

中央部分に貼ったひずみゲージから得た値を用いて柱主

筋負担軸力を算出した。 

 図－8 に各試験体の柱主筋負担軸力の層間変形角ごと

の推移を示す。図－8 から，どの試験体も層間変形角が

増えるにつれて，柱主筋の負担軸力が増えていき，層間

変形角 5%の時点でほとんどが降伏強度に近い応力を発

揮していることが確認できた。これは，変形が大きくな

るとコンクリートの損傷が進みコンクリートの負担軸力

が低下するためと考えられる。 

 

4. 破壊モードに影響を及ぼすパラメータ 

 本章では，既報 7)及び本実験結果を用いて，架構の破

壊モードに影響を及ぼすパラメータについて検討する。 

 本検討では，寸法・形状が柱断面 250×250mm，梁断

面 225×270mm，階高 1350mm，梁スパン 1850mm，コン

クリート強度 30~90MPa，軸力比-0.6~0.5，接合部補強比

0.15~0.60 の範囲の試験体を用いた。 

  
(a)T12-40T4C5-N-13 

  
(b)T12-50T4C5-N-13 

  
(c)T12-30T4C3-N-13 

  
(d)T12-30T2C3-N-13 

○：正側最大層せん断力 ■：梁主筋降伏  

○：負側最大層せん断力 ■：柱主筋降伏 

    ：最大層せん断力計算値 ■：接合部横補強筋降伏 

図－7 荷重－変形関係及び最終破壊状況 

 
図－8 柱主筋が負担している軸力と歪ゲージ位置 
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4.1 架構の曲げ降伏 

 これまでの実験結果から，接合部補強比と強度低下率

βj が接合部降伏と梁曲げ降伏のいずれが先行して発生す

るかに影響すると考えられる。図－9 に縦軸を圧縮軸力

比 η，横軸を接合部補強比としたグラフを，図－10 に縦

軸を圧縮軸力比 η，横軸を強度低下率 βj としたグラフを

示す。図－9 より，接合部補強比が 0.4 以上の試験体では

接合部降伏が発生していないことがわかる。しかし，接

合部補強比が 0.2~0.3 程度の範囲においては接合部降伏

の発生後に軸崩壊したもの（×）としていないもの（▲）

が混在している。また，図－10 より，βjが 0.90 程度より

も大きい試験体では接合部降伏が発生しないことが確認

できる。以上より，接合部補強比よりも強度低下率 βjに

よって接合部降伏発生の有無を精度よく判定できる。 

4.2 接合部の軸崩壊 

 前節より，図－9，10 では，接合部降伏後の軸崩壊発

生の有無を明確に分類できていないことがわかる。 

 図－11 に縦軸をコンクリートの圧縮軸力比 ηC，横軸

を強度低下率 βjとしたグラフを示す。図－11 より，ηCが

0.10~0.15 よりも小さい試験体はおおむね接合部降伏が

発生しても軸崩壊は防止できていることが確認できる。

軸崩壊の有無を完全には判定できていないが，これは，

βj の大きさによって軸崩壊が発生する ηC が異なること，

βj 以外も軸崩壊発生の有無に影響する可能性があること

が理由だと考えられる。 

 以上の結果から，軸崩壊を防止するためには，接合部

降伏を防止するか，接合部降伏してもコンクリートが負

担する軸力を小さくすることが必要と考えられる。 

 

●：梁曲げ降伏 ▲：接合部降伏 ×：軸崩壊 

 
図－9 ηと接合部補強比の関係 

 

5. 軸崩壊発生のメカニズム 

 今回の実験結果に基づいて，既報 7)において提案した

軸崩壊メカニズムモデルを修正する。 

5.1 既報 7)の軸崩壊メカニズム 

メカニズムモデルのイメージを図－12 に示す。圧縮軸

力をコンクリートと柱主筋が分担して支持し，圧縮軸力

から式(5)に示す柱主筋の負担軸力 NS を引いたものが接

合部コンクリート部分に作用すると考える。損傷の進展

に伴ってコンクリートの有効強度が低下し，この強度が

負担軸力を下回ると軸崩壊が発生すると仮定した。接合

部圧縮ストラットの負担軸力を NC，接合部コンクリート

部分の圧縮ストラット強度を CSとして，式(6)(7)に示す。 

   𝑁ௌ = 𝑎௚ ∙ 𝜎௬ ∙ 𝛼   (5) 

   𝑁஼ = 𝑁 − 𝑁ௌ    (6) 

𝐶ௌ = 𝜎஻ ∙ 𝑏 ∙ 𝑑ௌ ∙ 𝑎ଵ ∙ 𝑎ଶ   (7) 

ここで，α は柱主筋の負担軸力を変形によって低減する

係数であり，Elwood ら 8)が柱の軸崩壊モデルで提案する

P-δ 効果を考慮した低減係数を接合部に適用したもので

ある。dS はストラットのせいであり，曲げ解析によって

求めた梁曲げ終局強度を発揮する際の中立軸位置xnにス

トラットの角度補正 cosθ を乗じたものである。a1は補強

筋の拘束によるコンクリート強度の上昇を考慮した係数

（拘束係数）で修正 Kent&Park モデル 9)の拘束効果を考

慮するための係数を用いた。a1を式(8)に示す。 

   𝑎ଵ = 1 +
ఘೢఙೢ೤

ఙಳ
   (8) 

ここで，ρw：接合部横補強筋比，σwy：接合部横補強筋の

降伏強度とする。式(9)に接合部横補強筋比を示す。 

   𝑝௪ = 𝑛 ∙ 𝑎௪௬ 𝑏 ∙ 𝑠⁄    (9) 

ここで，n：横補強筋本数，awy：横補強筋断面積，s：横

補強筋間隔とする。a2 は損傷したコンクリートがどの程

度の強度を発揮できるかを評価できる係数（有効強度係

数）であり，接合部のせん断変形角から求めた。 

 

5.2 メカニズムの修正案 

 本節では，既報 7)の軸崩壊メカニズムモデルの主筋負

担軸力 NSとコンクリート有効強度係数 a2を修正した。 

   

図－10 ηと βjの関係 図－11 ηCと βjの関係 図－12 メカニズムモデル 
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(1)柱主筋負担軸力 NS 

 既往のメカニズムモデル 7)では柱主筋の負担している

軸力は降伏強度から損傷によって低下していくとしてい

たが，今回提案したパラメータである ηCによって軸崩壊

の発生の有無を分類できていること（図－11），ひずみゲ

ージから求めた柱主筋の負担軸力は軸崩壊が発生するよ

うな大変形時にはほぼ降伏強度を発揮していることから，

メカニズム内では NSを柱主筋の降伏強度とした。 

(2)コンクリートの有効強度係数 a2 

既報 7)における有効強度係数 a2は軸耐力を過小に評価

していたため，より精度よく評価できる係数を提案する。 

最初に，実験結果からコンクリートの損傷を評価でき

る値を特定する。本論文では，接合部降伏が進展すると，

接合部パネル中央の斜めひび割れの拡幅が顕著となるた

め，このひび割れと対角方向に取り付けた変位計（Js2）

の値を用い，損傷程度を評価することとした。図－13 に

既往の実験結果 4)5)6)7)も含めた層間変形角ごとの Js2の値

を示す。図－13 より，梁曲げ降伏した試験体に比べて接

合部降伏や軸崩壊した試験体は Js2 の値が大きく，破壊

モードと相関があることを確認した。また，コンクリー

トの有効強度係数を求めるために，軸崩壊しなかった試

験体を最終のサイクル終了後に層間変形角，層せん断力

ともに 0 まで戻し，軸圧縮破壊するまで圧縮軸力を載荷

することでコンクリートの有効強度係数を求めた。有効

強度係数を表す式を式(10)で示す。 

   有効強度係数 = ൫𝑁௘ − 𝑎௚𝜎௬൯ 𝑏𝐷𝜎஻⁄   (10) 

ここで，Ne：軸圧縮破壊時の圧縮軸力とする。 

図－14 に横軸を層間変形角-4%時の Js2 の値，縦軸を

コンクリートの有効強度係数としたグラフを示す。既報

を含めて 7 体の試験体でこの軸圧縮試験を行った。図－

14 より，Js2 が大きいものほど有効強度係数が小さくな

る傾向がみられる。この結果から，接合部の損傷は Js2 の

大きさによって評価できると考えた。 

 次に，接合部の損傷に影響するパラメータを明らか

にする。実験結果から強度低下率 βjによって接合部の損

傷を説明できると考えられるため，図－15 に縦軸を軸圧

縮試験から求めたコンクリートの有効強度係数，横軸を

強度低下率 βjとしたグラフを示す。図－15 より，この二

つのパラメータの間にははっきりとした相関関係は確認

できなかった。次に，接合部横補強筋の拘束効果の影響

について調べた。コンクリートの有効強度係数を縦軸，

接合部拘束効果 α を横軸にしたグラフを図－16 に示す。

接合部拘束効果を式(11)に示す。 

   𝛼 = 𝑝௪𝜎௪௬ 𝜎஻⁄    (11) 

図－16 より，接合部拘束効果が大きいほど，コンクリー

トの有効強度係数も大きくなっていることがわかる。 

 これらの結果から，強度低下率 βjと接合部拘束効果が

接合部の損傷に相関があると考えられるが，それぞれの

効果が異なると考えた。強度低下率 βjは接合部降伏する

か否かを判断するための係数で，コンクリートの有効強

度係数 a2 が低下するタイミング（層間変形角の大きさ）

を評価でき，接合部拘束効果は有効強度係数 a2が低下し

た後の劣化程度を評価できるパラメータと仮定した。そ

れらを踏まえてコンクリートの有効強度係数 a2 の推定

式を提案する。図－17 に有効強度係数 a2 の概念図を示

す。グラフの形は Js2 の推移を参考に二次関数とし，強

度低下率 βjが大きくなると低下し始める層間変形角が大

きくなり，接合部拘束効果が小さくなると低下の程度が

大きくなると仮定した。 

 本研究で検討に使用している試験体は引張軸力作用時

の強度低下率 βj が 0.8～1.0 程度であり，βj が小さいもの

は層間変形角-0.5%から Js2 が増加しはじめ，大きいもの

でも層間変形角-1.0%には同じく Js2 が増加し始める。そ

こで，二次関数の頂点は βj=0.8 の時 0.5，βj=1.0 の時 1.0

となるように設定した。また，軸圧縮試験の結果と接合

部拘束効果の関係から，接合部拘束効果 α=0.03で a2=0.3，

α=0.06 で a2=0.5 となるように二次関数の傾きを設定し

た。以上によるコンクリートの有効強度係数 a2 を式(12)

に示す。 

   𝑎ଶ = −(−0.57𝛼 + 0.078)൛𝑅 − ൫2.5𝛽௝ − 1.5൯ൟ
ଶ
+ 1 

൫ただし，𝑅 − ൫2.5𝛽௝ − 1.5൯ ≥ 1൯ 

𝑎ଶ = 1 ൫ただし，𝑅 − ൫2.5𝛽௝ − 1.5൯ < 1൯ (12) 

ここで，R：負側で経験した最大層間変形角とする。 

 図－18 に式(12)に実際の試験体の値を入れて求めた有

効強度係数 a2 のグラフを示す。図－18 より，図－13 と

同様に梁曲げ降伏した試験体と接合部降伏や軸崩壊した

試験体とでおおよそ分かれており，破壊モードと有効強

度係数 a2には相関関係があることが分かる。 

 
  

図－13 Js2 の推移 図－14 有効強度係数と Js2 の関係 図－15 有効強度係数と βjの関係 
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図－16 有効強度係数と拘束効果の関係 

 
図－17 有効強度係数 a2のイメージ 

 

図－18 有効強度係数 a2の推移 

 

5.3 修正メカニズムの検証 

最後に，今回修正したメカニズムの精度を検証する。

この検証は 4 章の検討で用いた範囲の試験体を対象とす

る。図－19 に縦軸をコンクリートの負担軸力 NC，横軸

を層間変形角-4%を経験した接合部の圧縮ストラット強

度を角度補正したものである CS cosθ としたグラフを示

す。NC>CS cosθ の時軸崩壊が発生すると仮定しているた

め，図中の赤い塗りつぶしの部分にある試験体が軸崩壊

する。図－19 より，軸崩壊していなくても軸崩壊発生の

領域に評価された試験体もあるが，境界に近い位置にプ

ロットされており，今回提案した修正メカニズムによっ

て軸崩壊の発生を概ね判定できると考えられる。 

 

6. まとめ 

(1) 強度低下率 βj が 0.9 程度か，接合部補強比が 0.4 以

上の試験体は接合部降伏しなかった。 

(2) 接合部降伏しても，コンクリートの圧縮軸力比 ηC

が 0.15 以下であれば軸崩壊が発生しなかった。 

(3) 実験結果から，既報 7)で提案した柱主筋とコンクリ

ートによって圧縮軸力を負担する軸崩壊発生のメ

カニズムの柱主筋負担軸力と損傷したコンクリー

トの有効強度を評価する係数を修正し，そのメカニ

ズムによってより精度よく軸崩壊の発生を判定で

きることを確認した。このメカニズムによって上記

(1)(2)に当てはまらない試験体でも軸崩壊の発生を

判定できる可能性を示した。 

 
図－19 メカニズムの検討 
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